

































１ 　2000 年から 2009 年の期間におけるわが国の中小企業研究の動向をレビューした林（中小企業総合研
究機構編 , 2013）の指摘
２ 　中山（1986 , pp.1 － 5 頁）は、管理対象不在ないし管理不可能領域の広さ及び属人性と非合理性に
よって本質的に大企業を基盤とする学問体系である経営学を中小企業に適用するには限界があり、そ
の上で、経営学をそのまま適用しうる階層は 30 人以上規模に限定されることを指摘している。





























































































６ 　状況的能力感とは、状況 A によって証明された能力感が別の状況 B に無条件に転移することは正統
ではないという能力感である。必要とされる能力は状況ごとに異なっているという柔らかい能力感で
ある（竹内 , 前掲 ,p.175）。
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企業において、勤続 15 年程度（40 歳前後）で行われる中枢幹部の選抜からトーナメント型


























p.376）。両者は別物であるという見解として Bennis（1989, 邦訳書 ,p.97）、Kotter（1999, 邦訳書 ,p.13）。
さらに、山城（1976,p.49）によれば、マネジメントは特殊な理念と技法をもつ独特なリーダーシップ
である。
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人以上で 32.5％であるが、同 300 人未満では 3.4％にとどまる。松浦・野田（2013）は統計的
手法を通じて、非同族企業に比べて同族企業では人事・労務管理制度が存在しない傾向にあ






































るまでの平均的なキャリアは約 15 年間で、学卒後、他社での修行を経て 20 代後半に入社し、
12 年間の社内教育を経て、40 歳前後で経営者に就任していること、である。
　以上の議論を要約する。第一に、昇進や昇格の基準などを定めた人事規定は規模の小さい































析と考察に用いた。一つは、2010 年 11 月から 2011 年 1 月の間に行った「企業文化の承継」
に関する質問紙調査及び半構造化面接調査で、対象者数は 4 人（E、F、H 及び I の各社）10。
10 　堀越（2013a）を参照。調査対象 8 人のうち、調査 3 に協力を得ることができた 4 人（同論文での表
記は C、D、F 及び H の各社の後継者）が本論文の対象である。
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主な調査項目は、後継者のリーダーシップ開発のプロセス及び具体策を中心とした後継者に
よる組織運営に企業文化が及ぼす影響である。一つは、2012 年 6 月から 2013 年 8 月の間に
行った「老舗中小企業の事業承継」に関する質問紙調査及び半構造化面接調査で、対象者数
は 5 人（A、B、C、D 及び G の各社）11。主な調査項目は、後継者のリーダーシップ開発の
プロセス及び具体策を中心とした老舗企業の事業承継の現代的なメカニズムである。一つは、
























A 1908 25 食料品製造 1944 1970 1986 有 子 3
B 1868 65 旅館業 1967 1990 1997 有 子 5
C 1868 71 飲食料品卸売 1950 1977 1989 有 子 4
D 1852 72 金属製品製造 1960 1984 2007 有 子 5
E 1970 120 電子機器部分製造 1963 1992 1999 有 婿養子 3
F 1968 124 プラスチック製品製造 1968 1988 2006 無 妻 3
G 1855 255 食料品製造 1964 1992 2006 有 子 5
H 1935 339 食料品製造 1965 1991 2007 有 子 3




11 　堀越（2013b）を参照。調査対象 9 人のうち、調査 3 に協力を得ることができた 5 人（同論文での表






社員）からキャリアをスタートしたのは 5 人（A 社、C 社、D 社、F 社及び H 社）、管理職
からキャリアをスタートしたのは 4 人で、社長室付（B 社）、営業係長（E 社）、常務取締役
（G 社）及び大阪支店長付（I 社）である。後継者が入社した当時、昇進や選抜の基準を定め
た人事規定が「有」と答えたのは 4 人（B 社、G 社、H 社及び I 社）、同じく「無」と答えた




社外顧問が深く関与した G 社を除く 8 人である。また、他の社員との処遇に違いが生じた理
由は、経営者の子どもであるなど「自分が次の経営者となることが暗黙の前提であったため
である」と、ほとんどの後継者が答えている（F 社を除く 8 人）13。自分以外に後継者の候補









役付有無 地位 有無 後継者への適用 有無 競争有無
A 非管理職 一般社員 無 － 経営者 経営者の子ども 無 無
B 管理職 社長室付 有 除外 経営者 経営者の子ども 無 無
C 非管理職 一般社員 無 － 経営者 経営者の子ども 有 無
D 非管理職 一般社員 無 － 経営者 経営者の子ども 無 無
E 管理職 営業係長 無 － 経営者 経営者の子ども 無 無
F 非管理職 一般社員 無 － 経営者 先代（夫）の急逝 無 無
G 管理職 常務取締役 有 除外 社外顧問 経営者の子ども 無 無
H 非管理職 一般社員 有 除外 経営者 経営者の子ども 無 無
I 管理職 大阪支店長付 有 除外 経営者 経営者の子ども 無 無
　（出典）筆者作成
12　人事規定「有」と答えた残りの 2 社（G と I）は未回答
13　夫であった先代の経営者の急逝に伴う交代であり、例外的なケースといえる。




での期間は最長 23 年（D 社）、最短 12 年（C 社）である。また、入社してから取締役に昇進
するまでの期間の最長が 11 年（F 社）、最短が 6 年（H 社）、取締役から経営者に就任するま




場合、一般社員から取締役に昇進している。F 社の後継者が入社後 10 年で総務課長に昇進し
たのみである。他方、管理職からキャリアをスタートした 4 人について見ると、入社してか
ら経営者に就任するまでの期間は最長 14 年（G 社）、最短 7 年（B 社と E 社）である。また、
入社してから取締役に昇進するまでの期間の最長が 3 年（E 社）、最短が 0 年（G 社）、取
















年齢 役職 年齢 所要時間 A 年齢 所要時間 B 期間計（A+B）
非管理職
A 26 一般社員 36 10 42 6 16
C 27 一般社員 35 8 39 4 12
D 24 一般社員 33 9 47 14 23
F 20 一般社員 31 11 38 7 18
H 26 一般社員 32 6 42 10 16
管理職
B 23 社長室付 24 1 30 6 7
E 29 営業係長 32 3 36 4 7
G 28 常務取締役 28 0 42 14 14
I 29 大阪支店長付 31 2 40 9 11








た 5 人に関しては、A 社の後継者が 10 年間の本店の店員を経て店主に昇進している。C 社
は入社当時から本社に配属されており、物流や経理の部門で 8 年間のキャリアを積んでい




キャリアをスタートした 4 人についても、B 社の後継者が社長室付、同じく E 社では本社の




























　最終的な意思決定者の役割が先代に留保されている B 社に対して、G 社では、経営者によ
る意思決定の実例を身近で学んだ後継者に対してその役割が徐々に移転していった。
　他方、「経営者の具体的な関与はほとんどなく自学自習でトップとしてのノウハウ習得に努
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 The purpose of this paper is to perform preliminary consideration for elucidation of current status and 
issues of the successor personnel management in small and medium sized family businesses occupying 
most of the companies of our country. To achieve this purpose, we examined previous studies in human 
resource management and leadership development and carried out exploratory research of small and 
medium sized family businesses having head offices in Tohoku Region combining Niigata. 
 Then, we clarified that the successor personnel management in small and medium sized family 
businesses had essential instability in its function and structure. The conclusions of this paper are based 
on the following two key points:
　（1） Successor candidate is to be merely always alone.
　（2） The prime cause to overcome the trade-off between blood and ability is to depend on human side 
such as autonomy of successor.
 Keyword　 ① human resource management　② leadership development　③ small and medium sized 
enterprises　④ family businesses
